
首都高速道路の豪雪被害

平成29年3月23日 参議院国土交通委員会 提出資料１
自由民主党・こころ 足立 敏之 足立敏之事務所編集・作成

（株）シビル設計提供

資料１



国道8号の豪雪被害

平成30年3月23日 参議院国土交通委員会 提出資料２
自由民主党・こころ 足立 敏之 足立敏之事務所編集・作成

水資源機構筑後川局撮影

資料２

国道８号の除雪の取り組み豪雪時の滞留状況



玉川ダム管理事務所提供

玉川ダム管理事務所提供

平成30年3月23日 参議院国土交通委員会 提出資料３
自由民主党・こころ 足立 敏之 足立敏之事務所編集・作成

地元建設業の活動状況 資料３

国道8号の除排雪
市街地の生活道路の除排雪



玉川ダム管理事務所提供

玉川ダム管理事務所提供

平成30年3月23日 参議院国土交通委員会 提出資料４
自由民主党・こころ 足立 敏之 足立敏之事務所編集・作成

新聞 資料４



玉川ダム管理事務所提供

玉川ダム管理事務所提供

平成30年3月23日 参議院国土交通委員会 提出資料５
自由民主党・こころ 足立 敏之 足立敏之事務所編集・作成

高速道路の整備水準
資料５

タイ
日本の首都高速道路



玉川ダム管理事務所提供

玉川ダム管理事務所提供

平成30年3月23日 参議院国土交通委員会 提出資料６
自由民主党・こころ 足立 敏之 足立敏之事務所編集・作成

高速道路の整備延長 資料６



玉川ダム管理事務所提供

玉川ダム管理事務所提供

平成30年3月23日 参議院国土交通委員会 提出資料７
自由民主党・こころ 足立 敏之 足立敏之事務所編集・作成

資料７高速道路の車線数
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出典）
日 本 ：道路交通センサス(H22)
アメリカ：National Transportation Atlas Database
イギリス・フランス・ドイツ：TomTom MultiNet
韓 国 ：韓国国土交通部統計

（2012年末（平成24年末））



玉川ダム管理事務所提供

玉川ダム管理事務所提供

平成30年3月23日 参議院国土交通委員会 提出資料８
自由民主党・こころ 足立 敏之 足立敏之事務所編集・作成

資料８インフラ整備の抑制
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玉川ダム管理事務所提供

玉川ダム管理事務所提供

平成30年3月23日 参議院国土交通委員会 提出資料９
自由民主党・こころ 足立 敏之 足立敏之事務所編集・作成

資料９インフラ投資とGDPの伸び
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（注）1 全て名目値を用いている。
2 2005年の英国については、英国原子燃料会社（BNFL）の資産・債務の中央政府への承継（約15,600百万ポンド）の影響を除いている。
3 アメリカについては、2013年7月より採用された08SNAによるデータ、その他の国については、93SNAによるデータである。
4 データは2012年(アメリカ、韓国は2011年、カナダは2010年)

資料）日本以外の国については、OECD Stat.Extracts 「National Accounts」、日本については、内閣府「2013年度国民経済計算（2005年基準・93SNA）（確報）より作成。


